
（ ）

34

141

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

行政組織等の減量・効率化
関係経費

行政運営の基本的・共通的
制度関係経費

一般事務関係経費

その他

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

・情報公開・個人情報保護等推進員賃金の増（１２百万円）、行政不服
審査法に基づく審理手続等についての研修､啓発事業に係る経費の
新規要求（６百万円）など

31年度要求

17

事業番号 0001

ＩＴ戦略

30年度当初予算

34

118

18

0

170 192

○国の行政機関の機構・定員管理に関する方針（H26.7.25
閣議決定）
○国の行政の業務改革に関する取組方針（H28.8.2 総務大
臣決定）
○平成22年度以降の定員管理について（H21.7.1 閣議決定）
○平成27年度予算編成の基本方針（H26.12.27 閣議決定）
○独立行政法人改革等に関する基本的な方針（H25.12.24閣
議決定）
○行政改革大綱（H12.12.1 閣議決定）
○電子政府に関する広報、普及活動の推進について
（H16.9.15 CIO連絡会議決定）
○Webサイト等による行政情報の提供・利用促進に関する基
本的指針（H27.3.27 CIO連絡会議決定）
○新成長戦略（基本方針）（H21.12.30 閣議決定）
○オンライン手続の利便性向上に向けた改善方針（H26.4.1
CIO連絡会議決定）
○世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進
基本計画（H30.6.15閣議決定）
○デジタル・ガバメント実行計画（H30.7.20デジタル・ガバメン
ト閣僚会議決定）
○公共サービス改革基本方針（H30.7.10閣議決定）

- -

170 192

関係する
計画、通知等

平成３０年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

214 188 182 170 192

145 156

執行率（％） 90% 77% 86%

昭和２１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　業務・システム改革に関する取組、独立行政法人制度の運用に関する取組、公共サービス改革制度を推進することにより、行政運営の改善・効率化等を
実現する。
　また、行政手続制度、行政不服審査制度、国の行政機関等の情報公開・個人情報保護制度を適正かつ円滑に運用することにより、行政の信頼性の確保
及び透明性の向上を図る。

前年度から繰越し - - -

193

補正予算

予備費等

当初予算 182

-

28年度

○各府省におけるICTを活用した業務・システム改革を推進し、行政運営の改善、効率化及び行政サービスを向上。
○独立行政法人通則法等の独立行政法人に関する共通的な制度の企画・立案を通じ、独立行政法人の業務運営を適正化。
○公共サービス改革基本方針の改定や、実務上生じる様々な課題についての調査・検討を行い指針等を作成するなどして、競争の導入による公共サービ
スの改革を推進。
○行政運営の基本的、共通的なルール（行政手続法、行政不服審査法、行政機関情報公開法、行政機関個人情報保護法等）について、各行政機関の運
用状況の把握、各行政機関等における適正な運用となるよう普及啓発、国民の利便性の向上を図るよう周知活動等を実施。

- -

214

- -

- -

-

行政管理実施事業 担当部局庁 行政管理局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 企画調整課 課長　武藤　真郷

事業名

会計区分

30年度

-

翌年度へ繰越し -

計

29年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

31年度要求

予算
の状
況

188

実施方法

27年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

○総務省設置法第４条第１項第３号から第９号及び第
96号
○簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推
進に関する法律
○国家行政組織法
○行政機関の職員の定員に関する法律
○独立行政法人通則法
○行政不服審査法
○行政手続法
○行政機関の保有する情報の公開に関する法律
○独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法
律
○行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律
○独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関す
る法律
○特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図る
ための特別措置に関する法律第３条及び第４条
○高度情報通信ネットワーク社会形成基本法第20条
○行政手続等における情報通信の技術の利用に関す
る法律
○競争の導入による公共サービスの改革に関する法律

主要政策・施策

一般会計

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

90% 77% 86%



　

-

27年度

27年度

- -

- -

27年度 28年度 29年度

1,263 - -

-

-99.9

年度33

30 年度

-

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 937

74 - - - -

27年度 28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

32 34 39 - -

- 36 -

- 年度

99.9 - - - -

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

104 101

47.3

48 -

48

- -

-

-

達成度

47.3

-

45.4

年度

年度

30 年度

-

70

-

80 94 100 - -

5,659/1

39

11,340/1

40

30年度活動見込

目標最終年度

- - - - 100

-

28年度

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

平成30年度に、公共サービ
ス改革法の対象事業数に
占める新プロセス等への移
行割合を40%以上にする。

公共サービス改革法の対
象事業数に占める新プロセ
ス等への移行割合

成果実績 ％

目標値

達成度

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

27年度

28年度 29年度

単位当たり
コスト

成果指標 単位

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

30

単位

電子政府推進員による広報・普及啓発活動に対しては
経費を支出していない。

単位当たり
コスト

29年度
中間目標

--

単位

達成度 ％

申請・届出等手続における
オンライン利用率

目標値

成果指標 28年度

国の行政機関等における
情報公開制度において、期
限内に開示決定等がされ
たものの割合

成果実績

％

％

平成33年度に、申請・届出
等手続におけるオンライン
利用率を70%以上にする。

定量的な成果目標

成果指標

％

％

平成30年度に、国の行政
機関等における個人情報
保護制度において、個人情
報の漏えい等事案の件数
を10%減（対26年度比）にす
る。

17,234/2

27年度

延べ回数

-

8,617 5,659 11,340 -

計算式

＜調査の実施件数＞
・地方公共団体の窓口業務における民間委託の導入効
果に関する調査

-

30年度活動見込

- -

達成度 ％

千円/件 -

％

電子政府推進員による広報・普及啓発活動

平成30年度に、国の行政
機関等における情報公開
制度において、期限内に開
示決定等がされたものの割
合を100%にする。

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

活動実績

29年度

-

活動実績 件

当初見込み 件

28年度 29年度

2 1 1

203 163 -

2 1 1

27年度 28年度 29年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

単位

件
国の行政機関等における
個人情報保護制度におい
て、個人情報の漏えい等事
案の件数

成果実績

目標値 件

定量的な成果目標

延べ回数

千円

活動指標

計算式 -

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

調査に必要な経費／調査の実施件数

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
・世界最先端IT 国家創造宣言工程表（H25.6.14 IT総合戦略本部決定)

- -

- -

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

-

-

-

30年度
活動見込

31年度
活動見込

チェック

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
公共サービス改革基本方針（H30.7.10閣議決定）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
行政機関及び独立行政法人等の情報公開法の施行の状況について（平成27年度・28年度）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
行政機関及び独立行政法人等の個人情報保護法の施行の状況について（平成27年度・28年度）



定性的指標

施策の進捗状況（目標）

30年度

各府省や各地方公共団体の主体的な取組を支援するため、取組
状況を把握し、研修・説明会等のあらゆる機会を通じて、行政手続
及び行政不服審査制度の円滑な運用について必要な情報の提供
を実施

施策の進捗状況（実績）

各府省や各地方公共団体等からの質問・照会、意見交換等を通し
た取組状況を把握し、研修・説明会等を通じて、制度の円滑な運用
について必要な情報の提供を実施した。

- -

30年度

-

施策の進捗状況（目標）

28年度

- 年度

-

目標値 件 - - -

30 年度

国の行政機関等における個人情報保護制度において、
個人情報の漏えい等事案の件数（行政機関及び独立行
政法人等）

実績値

28年度

目標 目標年度

定性的指標 目標 目標年度

目標年度

- - -

目標値

申請・届出等手続におけるオンライン利用率

- -

公共サービス改革法の対象事業数に占める新プロセス
及び終了プロセスへの移行割合

実績値 ％

施策 １．適正な行政管理の実施

政策 Ⅰ．行政改革・行政運営

定量的指標 単位 27年度 28年度 29年度

測
定
指
標

件 1,263 -

目標年度

- 年度 30 年度

中間目標

新しい行政不服審査制度の適切な施行

施策の進捗状況（実績）

新しい行政不服審査制度について、①政令、審査請求事務取扱マ
ニュアル等の整備、②各種研修・セミナーの実施等の施行準備を
進め、適切に施行した。

各府省・各法人における新制度運用の実態等を踏まえ、明らかに
なった課題等について対応を実施

・経営努力認定制度について平成25年閣議決定の趣旨を更に推し
進めるとともに、現在法人において有効に活用されていないという
課題に対し、申請要件の見直しや手続きの簡素化、認定割合の引
上げなどの改善を行い、新たに通知を発出した（平成30年３月末）。
・「独立行政法人の財務報告に関する基本的な指針」を策定すると
ともに（平成29年９月）、これを踏まえ、有識者等の議論を通じて、
財務諸表等の法人マネジメントへの一層の活用に資するよう、事業
報告書の記載事項等の見直しや会計基準の改訂に向けた作業を
行っている。

29年度
中間目標 目標年度

実績値 ％ 47.3

単位

99.9

年度年度

中間目標 目標年度
27年度

- 33
定量的指標

48

施策の進捗状況（実績）

39 -

100

- 937

定量的指標 単位 27年度

国の行政機関等における情報公開制度において、期限
内に開示決定等がされたものの割合（行政機関及び独
立行政法人等）

32 34 39 - -

目標値 ％ -

％実績値

36

定量的指標
年度

％ -

40

-

施策の進捗状況（目標）

-

29年度
中間目標

28年度 29年度

- -

目標値 ％

28年度単位 27年度

45.4 47.3 70

目標年度

- 年度 30

48 -

目標定性的指標

新しい独立行政法人制度の運
用に係る課題等の把握及びそ
の対応の程度

各府省・各法人における新制度
運用の実態等を踏まえ、明らかに
なった課題等について対応を実
施

行政不服審査制度の見直し
新しい行政不服審査制度の適切
な施行

行政手続制度、行政不服審査
制度の普及

各府省や各地方公共団体の主体
的な取組を支援するため、取組状
況を把握し、研修・説明会等のあ
らゆる機会を通じて、行政手続及
び行政不服審査制度の円滑な運
用について必要な情報の提供を
実施

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - -

目標値 億円 24 425 547 - 1,118

達成度 ％ 117 - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

25 年度 - 年度 33 年度

政府情報システム運用コスト削減額（対25年度比）
【H25年度：3,998億円、目標：H33年度を目途に３割圧
縮】

成果実績 億円 28 -

-

達成度 ％ 100

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

業務・システム改革に関する取組や、行政手続法、行政機関等情報公開法などの行政運営の基本的・共通的なルールについて、各行政機関等の運
用状況の把握等を行うことにより、行政の適正かつ効率的な運用が推進されることとになるため、行政サービスの向上、行政運営の効率化、国民の
権利利益の保護等に寄与する。

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

政府情報システム数
【H24年度：1,450、目標：H30までに半減】

改革
項目

分野： 制度・地方行財政 ＩＴ化と業務改革、行政改革等

国
費
投
入
の
必
要

性

無

○

3024 年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

システム数

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

725

1,450

関
連
事
業

‐

システム数

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

当初の見込みどおり調査を実施している。

‐

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

調達に当たっては電子調達システムを活用する等、効率化
を図っている。

各種制度の趣旨等の徹底や、制度の適正かつ円滑な運用
の徹底等により、成果目標に見合った成果実績となってい
る。

- 725

○

事業目的の達成に必要な費目・使途に限定されている。

単位

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

事業目的の達成が、政策目的の達成に大きく寄与するもの
である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

△

有

年度

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

一部契約について一者応札がみられたため、より一層、不必
要な入札参加資格条件の見直しや十分な公告期間の確保
等により、多くの事業者が参入機会を得られるよう措置して
いく。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

‐

成果物については定期的にＨＰに掲載して広く国民の閲覧に
供しているほか、事業推進の基礎資料として活用している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

1,450

‐

-

計画開始時
29年度 30年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

目標値

中間目標

評　価項　　目

当該事業に係る取組は、行政運営の効率化、信頼性の確
保、透明性の向上及び国民の権利利益の保護に資するもの
であり、広く国民から求められているものである。

目標最終年度

本事業については、世界最先端ＩＴ国家創造宣言に掲げられている政策そのものであり、政府情報システム数の半減及び政府情報システム運用コス
トの３割減というＫＰＩと事業の成果が完全に一致している。

各種法制度の見直し等の実施は、当該制度を所管している
国において実施されるべきものである。

○

○

事業番号 事業名所管府省名



( )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

総務省0009,0165、内閣府
0037

平成25年度 総務省0002、内閣府0020

平成26年度 総務省0001、内閣府0022 平成27年度 総務省0001、内閣府0018 平成28年度 総務省0001

平成22年度
総務省0005,0164、内閣府
0033

平成23年度
総務省0009,0165、内閣府
0034

平成24年度

平成29年度 総務省 0001

点検結果

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

執
行
等
改
善

外部有識者による点検の対象外

今後も引き続き調達の競争性の確保に努め、所見で示された取組を着実に行う。また、平成31年度予算概算要求に当たっては、行政不服審査法
に基づく行政不服審査制度の円滑、的確な運用を確保し、国民の権利利益の救済手続の水準を向上させるため、行政不服審査法に基づく審理手
続等について研修､啓発事業を行う経費などを計上する一方、既存の経費については、過去の執行実績の反映等、精査を行った。

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

今後も目標年度の目標達成に向け、引き続き当該施策を実施するとともに、事業の実施に当たっては、所要額を精査するとともに、調達の競争
性の確保を図り、さらなる予算の効率的な執行に努める。

行政運営の改善・効率化や行政の信頼性の確保及び透明性の向上に資する成果目標の達成に向け、各府省の業務・システム改革の推進や、
国の行政機関等の情報公開・個人情報保護制度等の適正かつ円滑な運用を着実に実施しており、当該施策に係る経費についても所要額を精
査し、コスト削減に努めている。

総務省

１５６百万円

Ａ 民間企業（７）、一般財団法人（１）、
その他（７１）
３６百万円

Ｃ 民間企業（２）、その他（３）

９百万円

国の行政組織等の減量・効率化関係
（業務改革関係経費、業務・システム
最適化関係経費、旅費等）

一般事務関係経費（タクシー借料、

非常勤職員賃金等）

【一般競争入札（総合価格）、一般競争
入札（最低価格）ほか】

Ｂ 民間企業（４１）、一般財団法

人（１）、公益財団法人（１）、公益

社団法人（１）、その他（８８）
１１１百万円

行政運営の基本的・共通的制度
関係（調査研究、総合案内所運
営、答申データベース運用等）

【公募ほか】【公募、一般競争入札（総合評価）、

少額随意契約ほか】



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

非常勤職員賃金

非常勤職員賃金

非常勤職員賃金

市場化テストデータベース
プログラムの改修および
データ整備

冊子印刷

非常勤職員賃金

2.7

-

-

-

-

-

その他

その他

一般競争契約
（最低価格）

その他

7.5

5

1

1.6

1.2

1.1

0.5
随意契約
（少額）

6 100％

-1.6

-

- -

随意契約
（少額）

0.3

その他

一般競争契約
（総合評価）

随意契約
（少額）

-

- -

-

-

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一般財団法人行政
管理研究センター

9010005018937

国の行政機関等における
情報公開法及び個人情報
保護法に係る答申・判決分
析の請負（平成29年度）

13.6
随意契約
（公募）

1 -99.9％

- -12 0.4

1 99.8％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

2280001006421

8010601001198

-

地方公共団体の窓口業務
における民間委託の導入
効果に関する調査

非常勤職員賃金

公的な役割を担う法人に関
する調査研究

諸外国における行政管理
の実態把握に関する調査
研究

独立行政法人の業務・財務
の状況に関するデータの一
覧的な収集

非常勤職員賃金

-

-

契約方式等

一般競争契約
（総合評価）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

-

-

2

3

1 87.1％

法　人　番　号

-

8010001085296 11.3

10

-

9010005018937

9010005018937

9010005018937

-

-

入札者数
（応募者数）

落札率

6

1

8

7

9

- -

その他

その他

-

11

5 - -

- -

4

計 4 計 0

C.非常勤職員Ｇ D.

費　目 使　途

会議参加費 セミナー参加料

人件費 賃金 4

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

外部委託調査研究

費　目

計 11 計 15.4

0

費　目 使　途

外部委託 0.6

1

B.一般財団法人行政管理研究センター
金　額

(百万円）

11

調査研究

分析作業

外部委託

使　途

外部委託

0

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

書籍購入

会議参加費 会議参加料

0.2

金　額
(百万円）

A.アビームコンサルティング株式会社

外部委託 書籍購入

13.6

アビームコンサルティ
ング株式会社

非常勤職員Ａ

一般財団法人行政
管理研究センター

一般財団法人行政
管理研究センター

一般財団法人行政
管理研究センター

非常勤職員Ｂ

非常勤職員Ｃ

非常勤職員Ｄ

非常勤職員Ｅ

株式会社八雲ソフト
ウェア

株式会社内浦

非常勤職員Ｆ

チェック



C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

5 職員Ａ - タクシー賃料 0 その他 - - -

3

4

1

2

非常勤職員Ｇ - 非常勤職員賃金 4 その他 - - -

情報公開・個人情報
保護等推進員Ｂ

-
情報公開・個人情報保護等
推進員賃金

3 その他 - -

情報公開・個人情報
保護等推進員Ｄ

-
情報公開・個人情報保護等
推進員賃金

2.5 その他 - -

6

7

4

5

一般財団法人行政
管理研究センター

9010005018937 書籍購入 0.2
随意契約
（少額）

- - -

10

11

8

9

株式会社三菱総合
研究所

6010001030403
東南アジア諸国における行
政通則法制度に関する調
査研究

9.2
一般競争契約
（総合評価）

2 92.5％ -

一般財団法人行政
管理研究センター

9010005018937 会議参加料 0 その他 - - -

3

随意契約
（少額）

- - -

一般財団法人行政
管理研究センター

9010005018937 書籍購入 0.6
随意契約
（少額）

- - -

2
一般財団法人行政
管理研究センター

9010005018937

諸外国における行政管理
の実態把握に関する調査
研究－論文等の収集、分
析・整理－の請負

1

1011001072687
ＥＵ各国における個人情報
保護制度に関する調査研
究

4.7
一般競争契約
（総合評価）

4 63.2％

情報公開・個人情報
保護等推進員Ａ

富士通株式会社

一般財団法人行政
管理研究センター

9010005018937 セミナー参加料 0 その他 - - -

1020001071491

一般競争契約
（最低価格）

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

行政不服審査裁決・答申
データベースに係る運用・
保守の請負

15.1
一般競争契約
（最低価格）

1 95.8％ -

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - -

株式会社ＩＴリサー
チ・アート

スリーハンズ株式会
社

4010001086959
情報公開・個人情報保護関
係答申・判決データベース
入力

7.8 1 100％

情報公開・個人情報保護等
推進員賃金

4.1 その他 - -

情報公開・個人情報
保護等推進員Ｃ

-
情報公開・個人情報保護等
推進員賃金

2.6 その他

14

15

12

13

-

- - -

- -

情報公開・個人情報
保護等推進員Ｅ

-
情報公開・個人情報保護等
推進員賃金

2.5 その他 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

非常勤職員Ｈ - 非常勤職員賃金 3.4 その他 - - -

東京都個人タクシー
協同組合

6011205000092 タクシー借り上げ 1.2
随意契約
（公募）

1 - -

株式会社東京四社
営業委員会

1010001129530 タクシー借り上げ 0.2
随意契約
（公募）

1 - -
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